
愛知県海岸協力団体募集要項 

１．海岸協力団体制度の概要 

平成26年6月の海岸法の一部改正により、海岸協力団体指定制度が創設されました。 

海岸協力団体指定制度とは、自発的に海岸の維持、保全等の活動を行うＮＰＯ等を、

「海岸管理者と連携して活動する団体」として法律上位置付けることによって、これら

団体の活動の支援・促進を図るものです。 

 海岸協力団体の指定は、要件を満たす団体を広く募集し、申請のあった団体の中から、

その資質、能力等を審査の上で行います。 

海岸協力団体に指定されると、社会的信用・知名度の向上による円滑な活動等が期待

できるとともに、業務を行う上で必要となる海岸法上の許可等について、海岸管理者と

の協議の成立をもって足りることとなります。 

２．対象となる活動及び海岸について 

（１）海岸協力団体としての活動内容 

愛知県海岸協力団体指定に係る実施要領第 4に規定される以下の活動の中から、希

望する活動を行うことができます。 

１ 海岸の除草又は清掃、自然環境の整備等、海岸管理者に協力して行う工事又は

海岸の維持 

２ 不法行為の監視、海岸の利用状況の把握等、海岸の管理に関する情報又は資料

の収集及び提供 

３ 外来種又は希少種の調査等、海岸の管理に関する調査研究 

４ 海岸の安全利用講習、環境学習、防災マップづくり等、海岸の管理に関する知

識の普及及び啓発 

５ 調査研究時に行う調査箇所の清掃活動等、前各号に附帯する活動 

（２）対象海岸 

愛知県沿岸の海岸保全区域のうち、愛知県が管理している海岸を対象とします。（市

町村等が管理する海岸については対象外です。） 

３．申請資格 

海岸協力団体の指定の申請を行うことができる者は、法人又は海岸法施行規則（昭和

31 年農林・運輸・建設省令第 1 号）第 7 条の 3 に規定する団体（以下「法人等」とい

う。）であって、次に掲げる要件の全てに該当するものとします。 

（１）代表者が定まっていること。 

（２）事務所の所在地、構成員の資格、代表者の選任方法、総会の運営、会計に関する

事項その他当該法人等の組織及び運営に関する事項を内容とする規約その他こ

れに準ずるものを有していること。 



（３）適切な経理事務及び会計処理が行われていること。 

（４）法人等の構成員（役員を含む。）が 5名以上いること。 

（５）申請時点において、法人等の設立後 5 年以上（特定非営利活動促進法（平成 10

年法律第 7 号）第 10 条第 1 項の規定に基づく認証を受けた法人にあっては、当

該認証を受ける前の活動期間を含む。）が経過していること。 

（６）宗教活動又は政治活動を活動目的としていないこと。 

（７）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77

号）第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。）又はそれらの利益となる活動を行

う者でないこと。 

（８）直近 1年間の税を滞納していないこと。 

（９）公序良俗に反するなど著しく不誠実な行為を行っていると認められないこと。 

（10）海岸協力団体の指定を受けた場合に、海岸協力団体としての活動以外では、海岸

協力団体と称して活動を行わないことを誓約できること。 

４．申請書類 

（１）海岸協力団体の指定を受けるために申請を行う法人等は、申請書（様式１）に、

以下に掲げる書類を添えて提出してください。 

１ 法人等の規約その他これに準ずるもの及び会員名簿その他の法人等の構成員

の数が記載されているもの 

２ 活動実績報告書（おおむね 5年間） （様式１－２） 

３ 活動予定期間の実施計画書（最長 5年間） （様式１－３） 

４ 法人等の監査報告書又は収支計算書 （様式自由） 

５ 法人等の納税証明書（課税対象団体に限る。）（様式自由） 

６ 前項「３.申請資格」における 6～10 の要件を満たすことを証する誓約書（様

式１－４） 

７ その他海岸管理者が必要と認める書類 

（２）申請にあたっての留意事項 

１ 提出部数は 2部とします。 

２ 提出された書類は返却しません。 

３ 申請に要する一切の費用は、申請者の負担とします。 

４ 提出された書類は、本審査以外の目的には使用しません。 

（３）表 1に該当する団体は、添付すべき資料を提出することで、申請書類の一部を省

略することができます。 

表１ 

該当団体 添付すべき書類 省略できる書類 
国土交通大
臣に海岸協
力団体とし
て指定され
ている団体

・海岸協力団体 
指定証 

１ 法人等の規約その他これに準ずるもの並びに会
員名簿その他の法人等の構成員の数が記載され
ているもの  

２ 活動実績報告書 
４ 法人等の監査報告書又は収支計算書 

愛 知 県 に
NPO 法人と
して 5 年以
上認証され
ている団体

・認証書の写し 
・登記事項証明 

書の写し 

１ 法人等の規約その他これに準ずるもの並びに会
員名簿その他の法人等の構成員の数が記載され
ているもの  

４ 法人等の監査報告書又は収支計算書 



５．提出先 

別紙「愛知県海岸協力団体 申請先一覧表」の中から最寄りの地方機関へ申請書類を

提出してください。受付時間は土曜日、日曜日、祝日及び年末年始を除く午前 9時から

午後 5時までとします。 

６．審査 

（１）審査方法 

地方機関にて書類の確認を行ったのち、施設を管理する県庁の主務課（河川課、港

湾課、農地計画課）にて審査を行います。 

（２）審査基準 

① 活動実績報告書の審査については、以下に掲げる基準に基づき審査を行います。 

一 継続性 ：直近おおむね 5年間にわたり、海岸管理に資する非営利活動を継

続的に行っていること。 

二 公共性 ：前号の活動が、海岸管理者等から後援された活動、海岸管理者等

と共同で実施した活動その他の海岸管理者等との協力関係が認

められる活動であること。 

三 活動姿勢：直近おおむね 5年間において、海岸管理又は他の民間団体等の海

岸管理に資する活動の支障となり、又はそのおそれがある行為を

行っていないこと。 

② 実施計画書の審査については、以下に掲げる基準に基づき審査を行います。 

一 実効性 ：活動実施計画の実効性が認められること。 

二 貢献度 ：海岸管理に対する貢献が認められること。 

三 協調性 ：活動に当たって地域（住民、市町村、他の民間団体等）との協調

性が認められること。 

（３）ヒアリング 

審査を行うにあたり、必要がある場合は申請者へヒアリングを行うことがあります。 

７．結果の通知 

（１）海岸協力団体の指定を受けることになる法人等に対しては、海岸協力団体指定証

（様式２）を発行します。また、指定証記載事項は愛知県河川課 WEB ページで公示

します。 

（２）上記海岸協力団体指定証には、法人等の名称、活動を行う区域、指定番号、指定

期間を明記し、活動を行う区域を明示した指定区域図を添付します。 

（３）指定期間は、活動計画書に記載された年数とします。 

（４）指定証は、申請者が主に活動する海岸を管理する地方機関を経由して発行します

ので、申請を行った地方機関とは異なることがあります。 

（５）海岸協力団体の指定を受けることができない法人等に対しては、その理由を付し

た海岸協力団体非指定通知書（様式３）により通知します。 

８．指定後の留意事項 

（１）海岸協力団体の指定を受けた団体は、活動実施計画書に基づき、海岸協力団体の



活動を適正かつ確実に実施していただきます。 

（２）海岸協力団体の指定を受けた団体は、毎年４月末までに地方機関へ活動状況報告

書（任意様式）を提出してください。また、上記以外にも海岸管理者から活動状況

について確認をする場合があります。 

（３）海岸協力団体の指定を受けた団体が、活動実施計画書を変更しようとするときは

速やかに海岸管理者へ変更の内容を明らかにした（変更箇所を朱書き）活動実施計

画書（様式１-３）を提出してください。変更は、活動実施計画書の内容について

審査を行ったうえで認めるものとします。

（４）海岸協力団体の指定を受けた団体は、海岸協力団体指定証（様式２）に記載され

た指定期間終了の 3か月前までに、次の計画期間（最長 5年間）の活動実施計画書

を提出すれば、指定期間の更新をすることができます。 

（５）海岸協力団体の指定内容（法人等の所在地・名称・代表者氏名等）に変更が生じ

た場合は指定内容変更届（様式４）を、団体の解散などにより指定を取り消す必要

が生じた場合は海岸協力団体取消届（様式５）を速やかに提出してください。 

（６）海岸協力団体の指定以降の書類の提出先は、指定証の交付を受けた地方機関とし、

書類の提出部数は 2部とします。 

９．指定の取り消し 

海岸協力団体の指定を受けた団体が、以下に掲げる事項に該当する場合には、指定を

取り消されます。海岸協力団体の指定を取り消した場合、海岸管理者はその旨を愛知県

河川課 WEB ページで公示します。 

（１）海岸協力団体の業務に対して、海岸管理者が行う改善措置命令に違反した場合。 

（２）海岸協力団体が詐欺その他不正の手段により指定を受けた場合。 

（３）指定証に記載の指定期間を終了しても次の計画期間の活動実施計画書が提出され

なかった場合。 

（４）海岸協力団体から指定の取消しの申請があった場合。 

１０．問い合わせ先 

 愛知県 建設局河川課 環境・海岸グループ 

 〒460-8501 名古屋市中区三の丸３丁目１－２ 

  TEL ：052-954-6556 

  FAX ：052-953-1457 

 E-mail：kasen@pref.aichi.lg.jp 


